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規　　　　　則

〇広島市会計規則の一部を改正する規則（第�

１号）� 3

告　　　　　示

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による医療扶助のための医療を担当する�

機関の指定� 3

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による医療扶助のための施術者の指定� 3

〇介護保険法による指定居宅介護支援事業者�

の指定� 3

〇介護保険法による指定事業者の指定� 3

〇介護保険法による指定居宅サービス事業者

及び指定介護予防サービス事業者の指定� 4

〇介護保険法による指定地域密着型サービス�

事業者の指定� 4

〇広島市国民健康保険条例による出産被保険

者に係る令和５年度の国民健康保険料の基

礎賦課額から減額すべき額の決定� 4

〇広島市国民健康保険条例による出産被保険

者に係る令和５年度の国民健康保険料の後

期高齢者支援金等賦課額から減額すべき額�

の決定� 5

〇広島市国民健康保険条例による出産被保険

者に係る令和５年度の国民健康保険料の介

護納付金賦課額から減額すべき額の決定� 5

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による医療扶助のための医療を担当する�

機関の指定� 6

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による医療扶助のための医療を担当する

機関の指定の更新　２件� 6

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による医療扶助のための施術者の指定� 6

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による指定医療機関から廃止の届出� 6

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による指定医療機関から休止の届出� 6

〇生活保護法及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律による指定医療機関から変更の届出� 7

〇路上駐車場の休止� 7

〇子ども・子育て支援法の確認� 7

〇広島市市税条例による地方税法又は同条例

に定める申告、申請、請求その他書類の提

出又は納付若しくは納入に関する期限の延�

長� 7

〇災害対策基本法による指定緊急避難場所の�

指定� 7

〇開発行為に関する工事の完了� 7

〇大規模小売店舗立地法による大規模小売店

舗の届出事項の変更の届出� 8

〇公共下水道の供用開始� 8

〇公共下水道の終末処理場による下水の処理�

開始� 8

〇自転車等の所有権の取得� 9

〇開発行為に関する工事の完了� 9

〇指定納付受託者の指定� 9

〇計量法による指定定期検査機関の指定� 9

〇令和４年４月１日付け広島市告示第２００

号により指定した指定納付受託者の指定内�

容の変更� 9

〇大規模小売店舗立地法による大規模小売店

舗の届出事項の変更の届出� 10

〇市営住宅の家賃の変更� 10

〇都市公園の区域変更� 10

〇中央公園の一部区域の決定� 10

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（中�

区）� 13

目 次
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南区）� 19

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（安�

佐南区）� 19

〇路線名等を定める法定外公共物の指定の変

更（安佐北区）� 19

〇道路の区域変更（安佐北区）� 19

〇道路の供用開始（安佐北区）� 20

〇吉永自治会の告示事項の変更（安佐北区）� 20

〇上町屋一区町内会の告示事項の変更（安佐�

北区）� 20

〇上町屋二区町内会の告示事項の変更（安佐�

北区）� 20

〇建築基準法による道路の位置の指定（安佐�

北区）� 20

〇放置自転車等の撤去（安芸区）� 21

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（安�

芸区）� 21

〇放置自転車等の撤去（安芸区）　２件� 21

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（安�

芸区）� 21

〇放置自転車等の撤去（佐伯区）　３件� 21

〇建築基準法による道路の位置の指定（佐伯�

区）　２件� 21

〇放置自転車等の撤去（佐伯区）　３件� 22

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（佐�

伯区）� 22

　　　　　区選管委員長告示

〇投票区の一部変更（西区）� 22

〇指定関係投票区の一部変更（西区）� 22

　　　　　教育委員会告示

〇広島市教育委員会議（定例会）の開催　２�

件� 23

　　　　　水 道 局 規 程

〇広島市水道局職員の給与に関する規程及び

広島市水道局職員の管理職手当の支給に関

する規程の一部を改正する規程（第１１号）� 23

　　　　　監　査　公　表

〇包括外部監査の結果（指摘事項）に対する

措置事項及び監査の意見に対する対応結果�

の公表� 26

〇放置自転車等の撤去（中区）� 13

〇都市公園の設置（中区）� 13

〇道路と都市公園とが相互に効用を兼ねる区

域についての協定の締結　２件� 13

〇放置自転車等の撤去（中区）� 13

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（中�

区）　２件� 13

〇放置自転車等の撤去（中区）� 14

〇長期間駐車されていた自転車の移動（東区）� 14

〇放置自転車の撤去（東区）� 14

〇建築基準法による道路の指定（東区）� 14

〇放置自転車の撤去（東区）　２件� 14

〇道路の区域変更（南区）� 14

〇道路の位置の指定（南区）� 14

〇放置自転車等の撤去（南区）　２件� 15

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（南�

区）� 15

〇放置自転車等の撤去（南区）　２件� 15

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（南�

区）� 15

〇放置自転車等の撤去（南区）� 15

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（南�

区）� 15

〇放置自転車等の撤去（南区）� 15

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（南�

区）� 16

〇建築基準法による一の敷地とみなすこと等

による制限の緩和に係る認定の取消し（南�

区）� 16

〇放置自転車等の撤去（南区）　２件� 16

〇放置自転車等の撤去（西区）　７件� 16

〇路線名等を定める法定外公共物の指定の変

更（安佐南区）� 17

〇都市公園の設置（安佐南区）� 17

〇長期間駐車されていた自転車等の移動（安�

佐南区）� 17

〇建築基準法による道路の位置の指定（安佐�

南区）� 17

〇道路の区域変更（安佐南区）� 17

〇道路の供用開始（安佐南区）� 18

〇道路の区域変更（安佐南区）� 18

〇道路の供用開始（安佐南区）� 18

〇道路の区域変更（安佐南区）　２件� 18

〇道路の供用開始（安佐南区）� 18

〇路線名等を定める法定外公共物の指定の廃

止（安佐南区）� 19

〇道路の区域変更（安佐南区）� 19

〇道路の供用開始（安佐南区）� 19

〇建築基準法による道路の位置の廃止（安佐�
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広島市長　　松　井　一　實

広島市告示第１号

令和６年１月４日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関を指定したので、生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限
とんぼ訪問看
護ステーショ
ン

広島市東区戸坂
大上四丁目１５
－２６－２０６

令和５年１２
月１日

令和１１年１
１月３０日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２号

令和６年１月４日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので、生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次に掲げる者　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第３号

令和６年１月４日

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項に規定

する指定居宅介護支援事業者として次に掲げる者を指定したの

で、同法第８５条第１号の規定により告示します。

　指定年月日　令和６年１月１日

広島市長　　松　井　一　實

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

Ｃｏｍｍｏｎ
株式会社

コモン居宅介
護支援事業所
五日市

広島市佐伯区
五日市中央二
丁目１０番２
号

居宅介護支援

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第４号

令和６年１月４日

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５の３

第１項に規定する指定事業者として次に掲げる者を指定したの

で、広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関

規 則 告 示
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業所

Ｃｏｍｍｏｎ
株式会社

コモン訪問看
護ステーショ
ン五日市

広島市佐伯区
五日市中央二
丁目１０番２
号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第６号

令和６年１月４日

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項に

規定する指定地域密着型サービス事業者として次に掲げる者を指

定したので、同法第７８条の１１第１号の規定により告示しま

す。

　指定年月日　令和６年１月１日

広島市長　　松　井　一　實

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地
株式会社フュ
ーチャーブル
ーム

ほねつぎデイ
サービス中山
東

広島市東区中
山東三丁目２
番２号

地域密着型通所
介護

社会福祉法人
三篠会

デイサービス
センター鈴が
峰

広島市佐伯区
五日市町大字
皆賀１０４番
地２７

地域密着型通所
介護

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第８号

令和６年１月５日

　広島市国民健康保険条例（昭和３４年広島市条例第９号。以下

「条例」という。）第１４条の４第１項又は第５項に規定する出

産被保険者に係る令和５年度の国民健康保険料の基礎賦課額から

減額すべき額を次のとおり決定しましたので、同条第２項又は第

６項において準用する条例第１０条第３項の規定により告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

１　条例第１４条の４第１項第１号に規定する乗じて得た額　基

礎控除後の総所得金額等に１００分の６．７５を乗じて得た額

に１２分の１を乗じて得た額に当該出産被保険者の産前産後期

間のうち当該年度に属する月の数を乗じて得た額（１円未満の

端数があるときは、これを切り上げた額）

２　条例第１４条の４第１項第２号に規定する乗じて得た額　２

５，４８８円に１２分の１を乗じて得た額に当該出産被保険者

の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数を乗じて得た額

（１円未満の端数があるときは、これを切り上げた額）

３　条例第１４条第１項第１号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第５項第１号に掲げる乗じて得た額　１に同じ

４　条例第１４条第１項第１号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第５項第２号に掲げる乗じて得た額　７，６４６円

に１２分の１を乗じて得た額に当該出産被保険者の産前産後期

間のうち当該年度に属する月の数を乗じて得た額（１円未満の

する要綱第７条第１項の規定により告示します。

　指定年月日　令和６年１月１日

広島市長　　松　井　一　實

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

有限会社ミッ
ク

ヘルパーステ
ーションすみ
れ

広島市安佐南
区安東二丁目
３番１９号第
一植野ビル１
０５号室

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

Ｃｏｍｍｏｎ
株式会社

コモンヘルパ
ーステーショ
ン五日市

広島市佐伯区
五日市中央二
丁目１０番２
号

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

社会福祉法人
三篠会

デイサービス
センター鈴が
峰

広島市佐伯区
五日市町大字
皆賀１０４番
地２７

１日型デイサー
ビス

あいりは株式
会社

アップスフィ
ット広島

広島市南区段
原南一丁目３
番５２号６階

短時間型デイサ
ービス

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第５号

令和６年１月４日

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項及び第

５３条第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び指定介護予

防サービス事業者として次に掲げる者を指定したので、同法第７

８条第１号及び第１１５条の１０第１号の規定により告示しま

す。

　指定年月日　令和６年１月１日

広島市長　　松　井　一　實

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

有限会社ミッ
ク

ヘルパーステ
ーションすみ
れ

広島市安佐南
区安東二丁目
３番１９号第
一植野ビル１
０５号室

訪問介護

Ｃｏｍｍｏｎ
株式会社

コモンヘルパ
ーステーショ
ン五日市

広島市佐伯区
五日市中央二
丁目１０番２
号

訪問介護

Ｆｕｓｉｏｎ
株式会社

セノーテ訪問
看護広島ステ
ーション

広島市安佐南
区大町東三丁
目１７番１０
号マンション
リバーハンズ
１０４号室

訪問看護及び介
護予防訪問看護

株式会社ＨＥ
ＲＯＥＳ

ヒーローズ訪
問看護リハビ
リステーショ
ン

広島市安佐南
区伴東八丁目
３２番１６号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

株式会社ひか
り

訪問看護ステ
ーションそれ
いゆ安佐北事

広島市安佐北
区可部町上町
屋１５３９

訪問看護及び介
護予防訪問看護
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端数があるときは、これを切り上げた額）

５　条例第１４条第１項第２号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第５項第１号に掲げる乗じて得た額　１に同じ

６　条例第１４条第１項第２号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第５項第２号に掲げる乗じて得た額　１２，７４４

円に１２分の１を乗じて得た額に当該出産被保険者の産前産後

期間のうち当該年度に属する月の数を乗じて得た額（１円未満

の端数があるときは、これを切り上げた額）

７　条例第１４条第１項第３号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第５項第１号に掲げる乗じて得た額　１に同じ

８　条例第１４条第１項第３号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第５項第２号に掲げる乗じて得た額　２０，３９０

円に１２分の１を乗じて得た額に当該出産被保険者の産前産後

期間のうち当該年度に属する月の数を乗じて得た額（１円未満

の端数があるときは、これを切り上げた額）

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第９号

令和６年１月５日

　広島市国民健康保険条例（昭和３４年広島市条例第９号。以下

「条例」という。）第１４条の４第３項において準用する同条第

１項及び同条７項において準用する同条第５項に規定する出産被

保険者に係る令和５年度の国民健康保険料の後期高齢者支援金等

賦課額から減額すべき額を次のとおり決定しましたので、条例第

１４条の４第３項において準用する同条第２項及び同条第７項に

おいて準用する同条第６項において準用する条例第１０条の６の

５第３項の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

１　条例第１４条の４第３項において準用する同条第１項第１号

に規定する乗じて得た額　基礎控除後の総所得金額等に１００

分の２．７０を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額に当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数

を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上

げた額）

２　条例第１４条の４第３項において準用する同条第１項第２号

に規定する乗じて得た額　９，７８２円に１２分の１を乗じて

得た額に当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属

する月の数を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、こ

れを切り上げた額）

３　条例第１４条第１項第１号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第７項において準用する同条第５項第１号に掲げる

乗じて得た額　１に同じ

４　条例第１４条第１項第１号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第７項において準用する同条第５項第２号に掲げる

乗じて得た額　２，９３４円に１２分の１を乗じて得た額に当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数

を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上

げた額）

５　条例第１４条第１項第２号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第７項において準用する同条第５項第１号に掲げる

乗じて得た額　１に同じ

６　条例第１４条第１項第２号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第７項において準用する同条第５項第２号に掲げる

乗じて得た額　４，８９１円に１２分の１を乗じて得た額に当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数

を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上

げた額）

７　条例第１４条第１項第３号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第７項において準用する同条第５項第１号に掲げる

乗じて得た額　１に同じ

８　条例第１４条第１項第３号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第７項において準用する同条第５項第２号に掲げる

乗じて得た額　７，８２５円に１２分の１を乗じて得た額に当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数

を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上

げた額）

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１０号

令和６年１月５日

　広島市国民健康保険条例（昭和３４年広島市条例第９号。以下

「条例」という。）第１４条の４第４項において準用する同条第

１項及び同条８項において準用する同条第５項に規定する出産被

保険者に係る令和５年度の国民健康保険料の介護納付金賦課額か

ら減額すべき額を次のとおり決定しましたので、条例第１４条の

４第４項において準用する同条第２項及び同条第８項において準

用する同条第６項において準用する条例第１０条の１０第３項の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

１　条例第１４条の４第４項において準用する同条第１項第１号

に規定する乗じて得た額　基礎控除後の総所得金額等に１００

分の１．８１を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額に当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数

を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上

げた額）

２　条例第１４条の４第４項において準用する同条第１項第２号

に規定する乗じて得た額　８，０２８円に１２分の１を乗じて

得た額に当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属

する月の数を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、こ

れを切り上げた額）

３　条例第１４条第１項第１号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第８項において準用する同条第５項第１号に掲げる

乗じて得た額　１に同じ

４　条例第１４条第１項第１号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第８項において準用する同条第５項第２号に掲げる

乗じて得た額　２，４０８円に１２分の１を乗じて得た額に当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数

を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１３号

令和６年１月９日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関の指定の更新をしたので、生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次に掲げる機関　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１４号

令和６年１月９日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので、生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次に掲げる者　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１５号

令和６年１月１０日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から廃止の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次に掲げる指定医療機関　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１６号

令和６年１月１０日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から休止の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次に掲げる指定医療機関　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

げた額）

５　条例第１４条第１項第２号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第８項において準用する同条第５項第１号に掲げる

乗じて得た額　１に同じ

６　条例第１４条第１項第２号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第８項において準用する同条第５項第２号に掲げる

乗じて得た額　４，０１４円に１２分の１を乗じて得た額に当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数

を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上

げた額）

７　条例第１４条第１項第３号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第８項において準用する同条第５項第１号に掲げる

乗じて得た額　１に同じ

８　条例第１４条第１項第３号に掲げる納付義務者に係る条例第

１４条の４第８項において準用する同条第５項第２号に掲げる

乗じて得た額　６，４２２円に１２分の１を乗じて得た額に当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月の数

を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、これを切り上

げた額）

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１１号

令和６年１月９日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関を指定したので、生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限

アスト薬局大
手町店

広島市中区大手
町三丁目６－１
２　１Ｆ

令和５年１２
月１日

令和１１年１
１月３０日

らくらく歯科
・矯正歯科

広島市佐伯区
楽々園四丁目２
－１７－２Ｆ

令和６年１月
１日

令和１１年１
２月３１日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１２号

令和６年１月９日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関の指定の更新をしたので、生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次に掲げる機関　略
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６５号）第３０条の１１第１項の確認をしましたので、同法第５

８条の１１第１号の規定により公示します。

広島市長　　松　井　一　實

１　子ども・子育て支援施設等の種類

　児童福祉法第５９条の２第１項に規定する認可外保育施設

（第７条第１０項第４号関係）

２　特定子ども・子育て支援提供者の名称、提供する施設又は事

業所の名称及び所在地

　別紙のとおり

３　確認年月日

　令和６年２月１日

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２０号

令和６年１月１２日

　広島市市税条例（昭和２９年広島市条例第２５号）第１８条の

２第１項の規定に基づき、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）又は同条例に定める申告、申請、請求その他書類の提出（審

査請求に関するものを除く。）又は納付若しくは納入に関する期

限のうち、次に掲げる地域に住所又は居所を有する個人及び同地

域に主たる事務所又は事業所を有する法人等に係るもので、その

期限が令和６年１月１日以降に到来するものについては、その期

限を別途広島市告示で定める期日まで延長する。

広島市長　　松　井　一　實

指定地域
富山県、石川県

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２１号

令和６年１月１７日

　災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４９条の４第

１項に基づき指定緊急避難場所を指定したので、同条第３項の規

定に基づき下記のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實

記

名称 所在地 適応災害
あさきたコミュニテ
ィセンター予定場所

広島市安佐北区可部南
二丁目１番３８号

土砂、洪水（２
階）、高潮

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２２号

令和６年１月１８日

　開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告

します。

広島市長　　松　井　一　實

広島市告示第１７号

令和６年１月１０日

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から変更の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次に掲げる指定医療機関　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１８号

令和６年１月１１日

　広島市市営駐車場条例（昭和４５年広島市条例第１３号）第６

条の規定に基づき、路上駐車場の休止を次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實

１　休止する駐車場及び期間

駐車場名 区画数 日時

広島市市営舟入町
第一駐車場 ２９区画

令和６年１月１５日（月）午後
３時から
同日午後５時まで

広島市市営舟入町
第二駐車場 ２６区画

令和６年１月１６日（火）午前
８時３０分から
同日午後５時まで

広島市市営河原町
第一駐車場 ２９区画

令和６年１月１５日（月）午前
８時３０分から
同日午後３時まで

広島市市営河原町
第二駐車場 ２５区画

令和６年１月１７日（水）午前
８時３０分から
同日午後５時まで

広島市市営富士見
町第五駐車場 ２６区画

令和６年１月２３日（火）午前
８時３０分から
同月２４日（水）午後５時まで

広島市市営富士見
町第六駐車場 ２４区画

令和６年１月２３日（火）午前
８時３０分から
同月２４日（水）午後５時まで

広島市市営鶴見町
第一駐車場 ３４区画

令和６年１月２２日（月）午後
１時から
同日午後５時まで

広島市市営鶴見町
第二駐車場 ２１区画

令和６年１月２２日（月）午前
８時３０分から
同日午後１２時まで

２　休止する理由

　中区建設部維持管理課が行う市営舟入第一駐車場ほか７駐車

場周辺の樹木を剪定する工事の実施にあたって、当駐車場の利

用を制限することにより、倒木等による利用者への危険を回避

するため。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第１９号

令和６年１月１２日

　以下の者について、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第
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１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

広島市安佐北区深川三丁目の１１９番１、１１９番・１２２

番・１２３番合併３の一部、１１９番・１２２番・１２３番

合併４、１１９番・１２２番・１２３番合併５、１２０番、

１２１番、１２４番、１２５番及び１２６番

２　開発面積

２，０１８．８０㎡

３　許可を受けた者の住所及び氏名

広島市中区千田町二丁目１０番１０号

オーレック株式会社

代表取締役　大谷　透

４　検査済証交付年月日

令和６年１月１８日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２３号

令和６年１月１８日

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

⑴　名　称　エールエールＡ館

⑵　所在地　広島市南区松原町９番１４号

２　大規模小売店舗を設置する者

広島駅南口開発株式会社

代表取締役　杉山　朗

広島市南区松原町９番１号

ほか３２名　別紙１のとおり

３　変更事項

　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

（変更前）　別紙２のとおり

（変更後）　別紙３のとおり

４　変更年月日

別紙２のとおり

５　届出年月日

令和６年１月１５日

６　届出書の縦覧場所

⑴　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

広島市経済観光局産業振興部商業振興課

⑵　広島市南区皆実町一丁目５番４４号

広島市南区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

⑴　縦覧期間

　令和６年１月１８日から令和６年５月１８日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

⑵　縦覧のできる時間帯

午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

⑴　提出期限　令和６年５月１８日

⑵　提出先

〒７３０－８５８６

広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙１から別紙３まで　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２４号

令和６年１月１９日

　公共下水道の供用を次のとおり開始するので、下水道法（昭和

３３年法律第７９号）第９条第１項の規定により告示します。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實

１　供用を開始する年月日

令和６年１月２０日

２　下水を排除する区域及び排水施設の方式

別紙のとおり。

３　供用を開始する排水施設の位置

　下水道局施設部計画調整課において縦覧に供する関係図面の

とおり。

（別　紙）

区分
下水を排除する区域 排水施設

の方式区名 町名
汚水及び�
雨水を排除 安佐南区 西原六丁目の一部

分流

汚水を排除

安佐南区 古市一丁目、高取南一丁目
及び伴東八丁目の各一部

安佐北区 大林町及び可部二丁目の各
一部

安芸区 瀬野南一丁目の一部

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２５号

令和６年１月１９日

　公共下水道及び流域下水道の終末処理場による下水の処理を、

次のとおり開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）

第９条第２項において準用する同条第１項の規定により告示しま

す。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２８号

令和６年１月２４日

　次の者を指定納付受託者に指定したので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２３１条の２の３第２項の定めるところに

より告示します。

広島市長　　松　井　一　實

１　指定納付受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地

名称　　　　　　　　　�株式会社ＤＧフィナンシャルテクノ

ロジー

代表者の氏名　　　　　�代表取締役　篠　寛

主たる事務所の所在地　�東京都渋谷区恵比寿南三丁目５番７

号

２　指定納付受託者に納付させる歳入の種類

入学者選抜料（中等教育学校分を除く。）

３　指定納付受託者の指定をした日

令和６年１月２４日

４　指定納付受託者に歳入を納付させる期間

令和６年１月２４日から同年３月３１日まで

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２９号

令和６年１月２５日

　計量法（平成４年法律第５１号）第２０条第１項の規定によ

り、指定定期検査機関として次のとおり指定したので、同法第１

５９条第３項の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

１　指定番号

広島市指令経計第１号

２　指定年月日

令和６年２月１日

３　氏名又は名称

一般社団法人広島県計量協会

４　所在地

広島市南区丹那町４番１２号

５　定期検査を行う地域

広島市全域

６　定期検査を行う特定計量器の種類

　計量法施行令第１０条に規定する非自動はかり、分銅及びお

もり

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第３０号

令和６年１月２５日

　令和４年４月１日付け広島市告示第２００号により指定した、

次の指定納付受託者の指定内容に変更があったため、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第４項の規定に

より告示します。

供します。

広島市長　　松　井　一　實

１　下水の処理を開始する年月日

令和６年１月２０日

２　下水を処理する区域並びに終末処理場の位置及び名称

別紙のとおり。

（別　紙）

下水を処理する区域 終末処理場の位置�
及び名称区名 町名

安佐南区
古市一丁目、高取南一丁
目、西原六丁目及び伴東八
丁目の各一部

位置：�広島市西区扇一
丁目１番１号

名称：�広島市西部水資
源再生センター安佐北区 大林町及び可部二丁目の各

一部

安芸区 瀬野南一丁目の一部

位置：�広島市南区向洋
沖町１番１号

名称：�太田川流域下水
道東部浄化セン
ター

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２６号

令和６年１月２３日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条又は第１１条の規定に基づき保管してい

る自転車等について、所有権を取得したので告示します。

　なお、関係台帳は、広島市道路交通局自転車都市づくり推進課

において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第２７号

令和６年１月２４日

　開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告

します。

広島市長　　松　井　一　實

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

広島市安芸区中野東六丁目の５０３９番１の一部、５０３９

番２の一部、５０４０番１の一部、５０５０番１の一部及び

５０５０番２の一部

２　開発面積

２，９４９．２７㎡

３　許可を受けた者の住所及び氏名

広島市中区東白島町１７番１８－２０１号

有限会社タカハチ

代表取締役　吉村　富士雄

４　検査済証交付年月日

令和６年１月２４日
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　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定に基づき、当該大

規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持

のために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告

の日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出によ

り、これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

⑴　提出期限　令和６年５月２９日

⑵　提出先

〒７３０－８５８６

広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

広島市経済観光局産業振興部商業振興課

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第３２号

令和６年１月３０日

　広島市市営住宅等条例（平成９年広島市条例第３５号）第１４

条の規定に基づき、市営住宅の家賃を次のとおり変更したので、

広島市市営住宅等条例施行規則第１１条の規定に基づき告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

１　変更内容（対象住宅、変更後の家賃）

別紙のとおり。

２　変更期間

令和６年２月１日から令和６年３月３１日まで

３　変更理由

浴槽・風呂釜設置等

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第３４号

令和６年１月３１日

　都市公園の区域を次のとおり変更するので、広島市公園条例

（昭和３９年広島市条例第１８号）第１６条の２の規定に基づき

告示します。

　その関係図面は、令和６年１月３１日から同年２月１３日まで

広島市都市整備局緑化推進部緑政課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

名称 所在地 変更の期日 区域

中央公園 中区基町 令和６年１月３
１日

別図の
とおり

別図　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第３５号

令和６年１月３１日

　中央公園の一部区域を次のとおり定めるので、広島市公園条例

の一部を改正する条例（令和４年広島市条例第３７号）附則第２

項の規定に基づき告示します。

広島市長　　松　井　一　實

１　指定納付受託者

名称　　　　　株式会社トラストバンク

代表者の氏名　代表取締役　川村　憲一

２　変更内容

主たる事務所の所在地

（変更後）東京都品川区上大崎三丁目１番１号

（変更前）東京都渋谷区渋谷二丁目２４番１２号

３　変更年月日

令和６年１月１６日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示第３１号

令和６年１月２９日

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

ゆめタウン五日市

広島市佐伯区五日市五丁目１５５３番１ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

株式会社イズミ

代表取締役　山西　泰明

広島市東区二葉の里三丁目３番１号

３　変更事項

大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

駐車場の自動車の出入口の数及び位置

（変更前）別紙のとおり

（変更後）別紙のとおり

４　変更年月日

別紙のとおり

５　届出年月日

令和６年１月１９日

６　届出書の縦覧場所

⑴　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

広島市経済観光局産業振興部商業振興課

⑵　広島市佐伯区海老園二丁目５番２８号

広島市佐伯区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

⑴　縦覧期間

　令和６年１月２９日から令和６年５月２９日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

⑵　縦覧のできる時間帯

午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出
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広島市長　　松　井　一　實

１　定める区域

中央公園広場及びその周辺の区域（別紙のとおり）

２　定める区域の名称

中央公園広場エリア

３　開始の期日

令和６年１月３１日
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中１区市道比治
山庚午線

中区富士見町４番地先から
同区小町３番地先

令和６年１月１
９日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第５号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ９ 日

　都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条の１０の規定に

基づき、都市公園と道路とが相互に効用を兼ねる区域について、

次のとおり協定を締結しました。

　その関係図書は、広島市中区役所建設部維持管理課において縦

覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

公園名 協定締結区域 協定締結年月日

平和大通り公園 中区富士見町４番地先から
同区小町３番地先

令和６年１月１
９日

以下　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第６号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ９ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第７号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ６ 日

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、１月１８日に広島市西部自転車等保管所へ移動さ

せたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

下記　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第８号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ６ 日

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、１月１９日に広島市西部自転車等保管所へ移動さ

せたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第１号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、１月４日に広島市西部自転車等保管所へ移動させ

たので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

下記　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第２号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第３号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ９ 日

　都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条の２の規定に基

づき、都市公園を次のように設置します。

　その関係図書は、広島市中区役所建設部維持管理課において縦

覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

名称 所在地 供用開始の期日 区域

平和大通り公園

中区富士見町４
番地先から
同区小町３番地
先

令和６年１月１
９日

別紙のと
おり。

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第４号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ９ 日

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２０条の規定に基づ

き、道路と都市公園とが相互に効用を兼ねる区域について、次の

とおり協定を締結しました。

　その関係図書は、広島市中区役所建設部維持管理課において縦

覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

道路名 協定締結区域 協定締結年月日
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５　指定幅員　　幅員　９．０ｍ～１８．０ｍ

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（東区）第４号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ９ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（東区）第５号

令 和 ６ 年 １ 月 ３ １ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第１号

令 和 ６ 年 １ 月 ４ 日

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月４日から同月１８日まで南区役

所建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 変更区間 旧新

別 敷地の幅員 敷地の延長

市　道 南２区
２号線

南区青崎一
丁目７４番
地９地先か
ら
南区青崎二
丁目６７番
地１１地先
まで

旧

メートル
2.19
～
2.53

メートル

182.52

新

メートル
6.00
～
8.00

メートル

182.52

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第２号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ０ 日

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４

号の規定による道路の位置を次のように指定しました。

　この関係図書は、南区役所建設部建築課において一般の縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實

広島市長　　松　井　一　實

下記　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（中区）第９号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ６ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（東区）第１号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日

　天神川駅北第一駐輪場に長期間駐車されていた下記自転車につ

いては、令和６年１月１１日に広島市西部自転車等保管所へ移動

したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

下記　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（東区）第２号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（東区）第３号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ５ 日

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４

号の規定による道路を次のように指定しました。

　この関係図書は、広島市東区役所建設部建築課において一般に

縦覧します。

広島市長　　松　井　一　實

１　指定番号　　第１号

２　指定年月日　令和６年１月１５日

３　路線名　　　一般県道府中祇園線

４　指定場所　　広島市東区温品五丁目
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車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第７号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ９ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第８号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ９ 日

　広島駅南口第一駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等につ

いては、令和６年１月１８日に広島市西部自転車等保管所へ移動

したので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第９号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ２ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙のとおり自転車

等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示し

ます。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第１０号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ２ 日

　天神川駅南駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等について

は、令和６年１月１９日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第１１号

１　指定番号

第４号

２　指定年月日

令和６年１月１０日

３　路線名

都市計画道路駅前大州線

４　道路の位置

起点　南区大州一丁目１３９－４６地先

終点　南区大州一丁目１３９－４５地先

５　道路の幅員

２７．０ｍ

６　道路の延長

９．０ｍ

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第３号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ０ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第４号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙のとおり自転車

等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示し

ます。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第５号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日

　青崎一丁目駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等について

は、令和６年１月１１日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第６号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ６ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転
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条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙のとおり自転車

等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示し

ます。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（西区）第１号

令 和 ６ 年 １ 月 ９ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別表　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（西区）第２号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別表　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（西区）第３号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ２ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別表　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（西区）第４号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ５ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別表　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（西区）第５号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ２ 日

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ６ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第１２号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ６ 日

　稲荷町Ａ駐輪場に、長期間駐車されていた自転車等について

は、令和６年１月２５日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、別紙のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第１３号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ９ 日

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条の５第２項

の規定に基づき、一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に係

る下記の認定を取消しました。

広島市長　　松　井　一　實

記

１　取消し番号及び取消し年月日

第Ｒ０５認定通知広島市建３０００３号　令和６年１月２９

日

２　認定の取消しを行った区域の場所

広島市南区皆実町一丁目２０３－１

３　認定の取消しを行った認定番号及び認定年月日

第１号　昭和５２年７月２０日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第１４号

令 和 ６ 年 １ 月 ３ ０ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により、別紙のとおり自転

車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により告示

します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（南区）第１５号

令 和 ６ 年 １ 月 ３ １ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市
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おい縦覧します。

広島市長　　松　井　一　實

記

名称 所在地 供用開始の期日 区域

みそら第一公園
広島市安佐南区
大塚西一丁目５
００５番

令和６年１月１
５日

別図１の
とおり

みそら第二公園
広島市安佐南区
大塚西一丁目５
０２９番１

令和６年１月１
５日

別図２の
とおり

別図１及び別図２　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第３号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ６ 日

　長期間駐車されていた別紙自転車等については、令和６年１月

１５日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第４号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ８ 日

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように指定しました。

　この関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

１　指定番号　　　第１５号

２　指定年月日　　令和６年１月１８日

３　道路の位置　　�広島市安佐南区川内二丁目の１５７９番１の

一部、１５８０番１の一部及び１５７９番１

地先里道

４　幅員及び延長　幅員　　４．５０ｍ

　　　　　　　　　延長　３４．６１ｍ

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第５号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ３ 日

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

道路の 路線名 変更区間 新旧 幅員 延長

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別表　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（西区）第６号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ４ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別表　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（西区）第７号

令 和 ６ 年 １ 月 ３ １ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別表　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第１号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ５ 日

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更しま

す。

　その関係図面は、令和６年１月１５日から同月２９日まで、広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供

します。

広島市長　　松　井　一　實

区分 新旧
別 路線名等 所在（起点及び終点）

里道
旧

安佐南１区１
８７号里道

八木三丁目２９４２番１地先か
ら２９５３番３地先まで

新 八木三丁目２９４２番１地先か
ら２９５４番２地先まで

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第２号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ５ 日

　都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条の２の規定に基

づき、都市公園を次のとおり設置します。

　その関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課に
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道路の
種類 路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道

安佐南
４区
２５３
号線

安佐南区大塚西一丁目５０
２４番地地先から
安佐南区大塚西一丁目５０
２４番地地先まで

令和６年１月２
３日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第９号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ３ 日

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 変更区間 新旧

別
幅員
（ｍ）

延長
（ｍ）

市　道

安佐南
４区
４２０
号線

安佐南区大塚西一丁
目５０２４番地地先
から
安佐南区大塚西一丁
目５０５０番地１地
先まで

旧
9.86
～
42.58

156.00

新
9.42
～
10.24

156.00

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第１０号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ３ 日

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 変更区間 新旧

別
幅員
（ｍ）

延長
（ｍ）

市　道

安佐南
４区
４５４
号線

安佐南区大塚西一丁
目５０２６番地地先
から
安佐南区大塚西一丁
目５０２９番地１地
先まで

旧
48.61
～
86.11

127.50

新
47.05
～
68.78

127.50

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第１１号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ３ 日

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

種類 別 （ｍ） （ｍ）

市　道

安佐南
４区
２５３
号線

安佐南区大塚西一丁
目５０３０番地１地
先から
安佐南区大塚西一丁
目５０２３番地１地
先まで

旧
8.22
～
17.74

178.50

新
9.70
～
15.45

178.50

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第６号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ３ 日

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道

安佐南
４区
２５３
号線

安佐南区大塚西一丁目５０
３０番地１地先から
安佐南区大塚西一丁目５０
２３番地１地先まで

令和６年１月２
３日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第７号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ３ 日

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 変更区間 新旧

別
幅員
（ｍ）

延長
（ｍ）

市　道

安佐南
４区２
５３号
線

安佐南区大塚西一丁
目５０２４番地地先
から
安佐南区大塚西一丁
目５０２４番地地先
まで

旧
9.34
～
11.66

28.95

新
9.74
～
12.16

28.95

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第８号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ３ 日

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２３日から同年２月６日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實
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８８２
号線

安佐南区祇園三丁目４３２
番地６地先まで

８日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第１５号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ６ 日

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように廃止しました。

　この関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

１　廃止番号　　　第１６号

２　廃止年月日　　令和６年１月２６日

３　道路の位置　　広島市安佐南区西原五丁目３８２番１の一部

４　幅員及び延長　幅員　　４．００ｍ

　　　　　　　　　延長　２２．５０ｍ

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第１６号

令 和 ６ 年 １ 月 ３ １ 日

　長期間駐車されていた別紙自転車等については、令和６年１月

２９日、同３０日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告

示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐北区）第１号

令 和 ６ 年 １ 月 １ １ 日

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更しま

す。

　その関係図面は、令和６年１月１１日から同年１月２５日ま

で、広島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般の縦

覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

区分 新旧
別 路線名等 所在（起点及び終点）

水路

旧
Ｋ４－Ｆ３－
М横川－２７
－５７号水路

可部八丁目２２６６番１地先か
ら２２６７番３地先まで

新
Ｋ４－Ｆ３－
М横川－２７
－５７号水路

可部八丁目２２６７番１地先か
ら２２６７番１地先まで

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐北区）第２号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ５ 日

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

道路の
種類 路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道

安佐南
４区
４５４
号線

安佐南区大塚西一丁目５０
２６番地地先から
安佐南区大塚西一丁目５０
２９番地１地先まで

令和６年１月２
３日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第１２号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ４ 日

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図面は、令和６年１月２４日から同年２月７日まで、

広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

里道 安佐南２区
７１１号里道

安佐南区長楽寺一丁目９２３番１
地先から同所９２３番４地先まで

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第１３号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ５ 日

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２５日から同年２月８日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 変更区間 新旧

別
幅員
（ｍ）

延長
（ｍ）

市　道

安佐南
３区
８８２
号線

安佐南区祇園三丁目
５４８番地７９地先
から
安佐南区祇園三丁目
４３２番地６地先ま
で

旧
5.20
～
33.00

154.00

新
5.20
～
33.00

154.00

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐南区）第１４号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ５ 日

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月２５日から同年２月８日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
安佐南
３区

安佐南区祇園三丁目５４８
番地７９地先から 令和６年１月２
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐北区）第５号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ５ 日

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき、平成１５年９月５日付けで、不動産又は不動産

に関する権利等を保有する団体として認可した上町屋一区町内会

（代表者　部村　登希雄）について、次のとおり告示事項を変更

しました。

広島市長　　松　井　一　實

１　変更があった事項

事務所、代表者の氏名及び住所

２　変更の内容

旧 新

事務所 広島市安佐北区三入六
丁目１２番１２号

広島市安佐北区三入五
丁目１番１９号

代表者の氏名
及び住所

部村　登希雄
広島市安佐北区三入六
丁目１２番１２号

大上　正司
広島市安佐北区三入五
丁目１番１９号

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐北区）第６号

令 和 ６ 年 １ 月 ３ ０ 日

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき、平成１５年９月５日付けで、不動産又は不動産

に関する権利等を保有する団体として認可した上町屋二区町内会

（代表者　井上　郁郎）について、次のとおり告示事項を変更し

ました。

広島市長　　松　井　一　實

１　変更があった事項

事務所、代表者の氏名及び住所

２　変更の内容

旧 新

事務所 広島市安佐北区三入六
丁目１１番１４号

広島市安佐北区三入五
丁目８番２４－３２号

代表者の氏名
及び住所

井上　郁郎
広島市安佐北区三入六
丁目１１番１４号

佐々木　貴志
広島市安佐北区三入五
丁目８番２４－３２号

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐北区）第７号

令 和 ６ 年 １ 月 ３ １ 日

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は、広島市安佐北区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

１　指定番号　　　第１１号

２　指定年月日　　令和６年１月３１日

３　道路の位置　　�広島市安佐北区可部八丁目の４００番２の一

　その関係図面は、令和６年１月１５日から同月２９日まで安佐

北区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 変更区間 旧新

別
敷地の幅員
（ｍ）

敷地の延長
（ｍ）

主　要
地方道

広島豊
平線

安佐北区安
佐町大字久
地字中箕越
２２８７番
地５地先か
ら
安佐北区安
佐町大字久
地字箕越１
１１８３番
地３地先ま
で

旧
6.6
～
28.4

411.5

新
11.0
～
37.6

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐北区）第３号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ５ 日

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和６年１月１５日から同月２９日まで安佐

北区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

道路の
種類 路線名 供用開始区間 供用開始の期日

主　要
地方道

広島豊
平線

安佐北区安佐町大字久地字
中箕越２２８７番地５地先
から
安佐北区安佐町大字久地字
箕越１１１８３番地３地先
まで

令和６年１月１
５日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安佐北区）第４号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ７ 日

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項

の規定に基づき、平成１９年６月２６日付けで、不動産又は不動

産に関する権利等を保有する団体として認可した吉永自治会（代

表者　髙地　弘美）について、次のとおり告示事項を変更しまし

た。

広島市長　　松　井　一　實

１　変更があった事項

事務所及び代表者の氏名住所

２　変更の内容

旧 新

事務所 広島市安佐北区白木町
大字三田９８６５番地

広島市安佐北区白木町
大字三田９９８４番地

代表者の氏名
住所

髙地　弘美
広島市安佐北区白木町
大字三田９８６５番地

浅川　静吾
広島市安佐北区白木町
大字三田９９８４番地
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は、広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

ます。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第１号

令 和 ６ 年 １ 月 ５ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和６年１月４日に広島市西部自転車等保管所へ移動したの

で、同条例１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第２号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ０ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和６年１月９日に広島市西部自転車等保管所へ移動したの

で、同条例１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第３号

令 和 ６ 年 １ 月 １ １ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和６年１月１０日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、同条例１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第４号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ７ 日

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は、広島市佐伯区役所農林建設部建築課において

一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

１　指定番号　　　第７号

２　指定年月日　　令和６年１月１７日

３　道路の位置　　広島市佐伯区皆賀一丁目の５０番１の一部

部、４００番３の一部及び４００番２地先里

道

４　幅員及び延長　幅員　５．００～５．１５メートル

　　　　　　　　　延長　３８．９９メートル

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安芸区）第１号

令 和 ６ 年 １ 月 ４ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安芸区）第２号

令 和 ６ 年 １ 月 ４ 日

　本市が管理する駐輪場内に、長期間放置されていた自転車等

は、広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

ます。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安芸区）第３号

令 和 ６ 年 １ 月 ４ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安芸区）第４号

令 和 ６ 年 １ 月 ４ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により

次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實

次のとおり　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（安芸区）第５号

令 和 ６ 年 １ 月 ４ 日

　本市が管理する駐輪場内に、長期間放置されていた自転車等
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令 和 ６ 年 １ 月 ２ ９ 日

　広島市五日市駅北口自転車等駐車場及び広島市五日市駅南口自

転車等駐車場内に、長期間駐車されていた別紙自転車等について

は、令和６年１月２６日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

広島市西区選挙管理委員会告示第１号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ７ 日

投票区の一部変更について

　昭和５５年広島市西区選挙管理委員会告示第１８号による広島

市西区の投票区の設置の告示中表の一部を、別添のとおり変更す

る。

広島市西区選挙管理委員会�

委員長　　原　田　武　彦

別添

１　変更する投票区

変更前 変更後 備考
投票区名 投票区の区域 投票区名 投票区の区域

草津投票
区

草津東一丁目、
草津東二丁目、
草津東三丁目、
草津本町、
草津浜町、
草津南一丁目、
草津南二丁目、
草津南三丁目、
草津南四丁目、
草津梅が台、
草津新町一丁
目、
扇一丁目、
扇二丁目

草津第一
投票区

草津東一丁目、
草津東二丁目、
草津東三丁目、
草津本町

草津第二
投票区

草津浜町、
草津南一丁目、
草津南二丁目、
草津南三丁目、
草津南四丁目、
草津梅が台、
草津新町一丁
目、
扇一丁目、
扇二丁目

２　施行年月日

令和６年３月１日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市西区選挙管理委員会告示第２号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ７ 日

指定関係投票区の一部変更について

　公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第２６条第１項

の規定により平成１６年広島市西区選挙管理委員会告示第１２号

で定めた、広島市西区の指定投票区及び指定関係投票区の指定の

告示中表の一部を、別添のとおり変更する。

広島市西区選挙管理委員会

４　幅員及び延長　幅員　　４．００メートル

　　　　　　　　　延長　２３．８４メートル

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第５号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ７ 日

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は、広島市佐伯区役所農林建設部建築課において

一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實

１　指定番号　　　第８号

２　指定年月日　　令和６年１月１７日

３　道路の位置　　�広島市佐伯区五日市中央四丁目の９４８番９

の一部及び９５８番９の一部

４　幅員及び延長　幅員　　４．２４メートル

　　　　　　　　　延長　３１．９０メートル

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第６号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ７ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和６年１月１６日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、同条例１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第７号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ２ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和６年１月１９日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、同条例１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第８号

令 和 ６ 年 １ 月 ２ ９ 日

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により別紙自転車等を撤去

し、令和６年１月２６日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、同条例１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實

別紙　略

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市告示（佐伯区）第９号

区選管委員長告示
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３　議　題

【公開予定議題】

⑴　湯来地域における小中一貫教育校の設置場所等について

（報告）

⑵　令和６年広島市二十歳を祝うつどいの開催結果について

（報告）

⑶　青少年野外活動センター・こども村及び三滝少年自然の

家・グリーンスポーツセンターの更新に係る基本計画（案）

の概要について（報告）

⑷　沼田高等学校寮の食事提供に係る管理運営の見直しについ

て（報告）

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

広島市教育委員会告示第２号

令 和 ６ 年 １ 月 ３ １ 日

　広島市教育委員会議（定例会）を次のとおり開催する。

広島市教育委員会

教育長　　松　井　勝　憲

１　日　時　令和６年２月７日（水）　午後１時３０分

２　場　所　中区役所６階教育委員室

３　議　題

【公開予定議題】

⑴　市長が作成する議会の議案に対する意見の申出について

（代決報告）

【非公開予定議題】

⑵　教職員の人事について（議案）

広島市水道局規程第１１号

令和５年１２月２６日

　広島市水道局職員の給与に関する規程及び広島市水道局職員の

管理職手当の支給に関する規程の一部を改正する規程を次のよう

に定める。

広 島 市 水 道 事 業 管 理 者�

広島市水道局長　村　上　裕　之

広島市水道局職員の給与に関する規程及び広島市水道

局職員の管理職手当の支給に関する規程の一部を改正

する規程

（広島市水道局職員の給与に関する規程の一部改正）

第１条　広島市水道局職員の給与に関する規程（昭和３２年広島

市水道局規程第１７号）の一部を次のように改正する。

　別表第１を次のように改める。

委員長　　原　田　武　彦

別添

１　変更する指定関係投票区

変更前 変更後

指定�
投票区 指定関係投票区 指定�

投票区 指定関係投票区

南観音第
一投票区

向地投票区、
大芝北投票区、
大芝南投票区、
三篠第一投票区、
三篠第二投票区、
三滝投票区、
中広投票区、
天満投票区、
福島投票区、
観音投票区、
南観音第二投票
区、
南観音第三投票
区、
新庄投票区、
己斐第一投票区、
己斐第二投票区、
己斐第三投票区、
己斐第四投票区、
己斐第五投票区、
己斐第六投票区、
己斐第七投票区、
庚午北投票区、
庚午中投票区、
庚午投票区、
高須第一投票区、
高須第二投票区、
古田投票区、
山田投票区、
草津投票区、
鈴が峰投票区、
田方第一投票区、
田方第二投票区、
井口明神投票区、
井口台投票区、
井口第一投票区、
井口第二投票区、
井口第三投票区

南観音第
一投票区

向地投票区、
大芝北投票区、
大芝南投票区、
三篠第一投票区、
三篠第二投票区、
三滝投票区、
中広投票区、
天満投票区、
福島投票区、
観音投票区、
南観音第二投票
区、
南観音第三投票
区、
新庄投票区、
己斐第一投票区、
己斐第二投票区、
己斐第三投票区、
己斐第四投票区、
己斐第五投票区、
己斐第六投票区、
己斐第七投票区、
庚午北投票区、
庚午中投票区、
庚午投票区、
高須第一投票区、
高須第二投票区、
古田投票区、
山田投票区、
草津第一投票区、
草津第二投票区、
鈴が峰投票区、
田方第一投票区、
田方第二投票区、
井口明神投票区、
井口台投票区、
井口第一投票区、
井口第二投票区、
井口第三投票区

２　施行年月日

令和６年３月１日

広島市教育委員会告示第１号

令 和 ６ 年 １ 月 １ ８ 日

　広島市教育委員会議（定例会）を次のとおり開催する。

広島市教育委員会

教育長　　松　井　勝　憲

１　日　時　令和６年１月２４日（水）　午後１時３０分

２　場　所　中区役所６階教育委員室

水 道 局 規 程

教育委員会告示
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別表第１（第２条関係）

企　業　職　給　料　表

職員の
区分

職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級
号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

定年前再
任用短時
間勤務職
員以外の
職員

円 円 円 円 円 円 円 円
1 151,500 173,800 222,400 264,800 317,000 356,600 400,400 453,800
2 152,500 175,400 224,300 266,600 319,300 359,100 403,000 456,500
3 153,500 177,000 226,200 268,400 321,600 361,600 405,600 459,200
4 154,500 178,600 228,200 270,200 323,900 364,200 408,200 462,000

5 155,500 180,300 230,000 271,800 326,000 366,500 410,600 464,700
6 156,600 182,000 231,500 273,900 328,000 368,900 413,000 467,700
7 157,700 183,700 233,000 276,000 330,000 371,300 415,400 470,700
8 158,800 185,400 234,500 278,100 332,000 373,700 417,800 473,800

9 159,700 187,000 235,900 280,000 333,700 376,200 420,100 476,800
10 160,800 188,600 237,700 282,000 335,800 378,600 422,500 480,100
11 161,900 190,400 239,500 284,000 338,000 381,000 424,900 483,300
12 163,000 192,200 241,300 286,100 340,200 383,400 427,300 486,500

13 163,900 193,900 243,100 288,000 342,200 385,800 429,500 489,700
14 165,000 195,100 245,000 290,200 344,100 388,100 431,800 492,300
15 166,100 196,500 246,900 292,400 346,000 390,400 434,100 494,900
16 167,200 197,800 248,800 294,600 348,000 392,800 436,500 497,500

17 168,200 199,200 250,500 296,600 349,700 395,100 438,700 500,000
18 169,500 200,600 252,000 298,800 351,400 397,200 441,000 501,600
19 170,800 202,000 253,500 301,000 353,200 399,300 443,300 503,100
20 172,200 203,500 255,000 303,200 354,900 401,500 445,700 504,600

21 173,400 204,900 256,300 305,300 356,500 403,600 448,000 506,100
22 174,700 206,200 257,900 307,100 358,100 405,600 449,800 507,500
23 176,000 207,500 259,500 308,900 359,700 407,600 451,600 508,900
24 177,400 208,800 261,200 310,700 361,300 409,600 453,500 510,300

25 178,600 210,200 262,700 312,500 362,800 411,500 455,200 511,500
26 180,600 211,500 264,300 314,600 364,800 413,400 456,900 512,600
27 182,600 212,800 265,900 316,700 366,900 415,300 458,700 513,700
28 184,600 214,200 267,600 318,900 369,000 417,200 460,500 514,900

29 186,400 215,500 269,200 320,800 370,900 419,000 462,100 516,000
30 188,300 216,900 270,600 322,900 373,000 420,500 463,000 516,800
31 190,200 218,300 272,000 325,000 375,100 422,100 463,900 517,600
32 192,100 219,700 273,400 327,200 377,200 423,700 464,800 518,400

33 193,900 221,100 274,600 329,200 379,100 425,100 465,700 519,200
34 195,200 222,500 276,300 331,300 381,000 426,500 466,500 520,000
35 196,500 223,900 278,000 333,500 383,000 427,900 467,300 520,800
36 197,800 225,300 279,700 335,700 385,000 429,400 468,100 521,600

37 198,900 226,700 281,500 337,700 386,800 430,700 468,700 522,300
38 200,200 228,300 283,300 339,700 388,400 431,800 469,500 523,100
39 201,500 230,000 285,100 341,700 390,000 432,900 470,300 523,900
40 202,800 231,700 286,900 343,800 391,600 434,000 471,100 524,700

41 204,100 233,200 288,500 345,600 393,000 434,900 471,800 525,500
42 205,400 234,800 290,200 347,300 394,300 435,700 472,600 526,300
43 206,700 236,400 291,900 349,100 395,600 436,500 473,400 527,100
44 208,100 238,000 293,700 350,900 396,900 437,300 474,200 527,900

45 209,400 239,400 295,300 352,400 398,200 438,000 475,000 528,700
46 210,600 240,800 297,100 353,900 399,100 438,900 475,700 529,500
47 211,800 242,200 298,900 355,400 400,100 439,800 476,400 530,300
48 213,000 243,600 300,800 357,000 401,100 440,800 477,100 531,100

49 214,300 244,800 302,500 358,400 401,900 441,700 477,900 531,900
50 215,600 246,300 304,300 359,600 402,900 442,400 478,700 532,700
51 216,900 247,800 306,100 360,900 403,900 443,100 479,500 533,500
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52 218,200 249,300 308,000 362,100 404,900 443,900 480,300 534,400

53 219,500 250,600 309,500 363,000 405,700 444,600 480,900 534,900
54 220,600 252,100 311,300 364,300 406,500 445,300 481,600 535,700
55 221,700 253,600 313,100 365,700 407,400 446,000 482,300 536,500
56 222,800 255,100 315,000 367,000 408,200 446,700 483,000 537,300

57 224,000 256,400 316,600 368,200 408,800 447,300 483,700 538,100
58 225,000 258,100 318,300 369,300 409,500 448,000 484,400
59 226,000 259,800 320,000 370,400 410,300 448,700 485,100
60 227,000 261,500 321,800 371,500 411,100 449,400 485,800

61 227,800 263,000 323,400 372,500 411,700 449,900 486,500
62 228,700 264,600 325,100 373,400 412,500 450,500 487,200
63 229,600 266,200 326,800 374,300 413,300 451,100 487,900
64 230,500 267,900 328,500 375,200 414,000 451,700 488,600

65 231,300 269,300 330,100 376,000 414,600 452,300 489,300
66 232,100 270,400 331,500 376,800 415,300 452,900 490,100
67 232,900 271,500 332,900 377,600 416,000 453,500 490,900
68 233,700 272,600 334,300 378,400 416,700 454,100 491,700

69 234,500 273,700 335,500 379,000 417,300 454,800 492,300
70 235,400 274,900 336,700 379,900 418,100 455,500
71 236,300 276,100 338,000 380,800 418,900 456,200
72 237,200 277,400 339,300 381,700 419,700 456,900

73 238,000 278,500 340,300 382,400 420,300 457,500
74 238,900 279,800 341,700 383,500 420,800 458,100
75 239,800 281,100 343,200 384,600 421,300 458,700
76 240,700 282,400 344,700 385,700 421,900 459,300

77 241,500 283,500 345,900 386,600 422,400 459,800
78 242,400 284,800 347,600 387,300 423,000 460,500
79 243,400 286,000 349,300 388,100 423,600 461,200
80 244,300 287,300 351,000 388,900 424,200 461,900

81 244,900 288,600 352,500 389,500 424,600 462,400
82 245,900 289,700 354,000 390,300 425,200
83 246,900 290,800 355,400 391,200 425,800
84 248,000 291,900 356,900 392,100 426,400

85 248,900 292,800 358,100 392,800 427,000
86 249,700 293,800 359,300 393,500 427,600
87 250,500 294,800 360,600 394,200 428,200
88 251,300 295,900 361,900 394,900 428,800

89 252,000 296,900 363,000 395,400 429,300
90 252,700 297,900 363,800 396,200 429,800
91 253,400 298,900 364,600 397,000 430,300
92 254,100 299,900 365,400 397,800 430,900

93 254,600 300,600 366,000 398,400 431,400
94 255,100 301,500 366,700 399,200 432,000
95 255,600 302,400 367,400 400,000 432,600
96 256,100 303,300 368,100 400,800 433,200

97 256,500 304,100 368,600 401,700 433,700
98 305,000 369,300 402,200 434,300
99 305,900 370,000 402,700 434,900
100 306,800 370,700 403,200 435,500

101 307,400 371,300 403,800 435,900
102 308,200 371,900 404,300 436,600
103 309,100 372,500 404,800 437,300
104 310,000 373,100 405,300 438,000

105 310,600 373,800 405,800 438,600
106 311,200 374,300 406,300
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という。）の規定は、令和５年４月１日から適用する。

３　改正後の規程の規定を適用する場合には、第１条の規定によ

る改正前の広島市水道局職員の給与に関する規程及び第２条の

規定による改正前の広島市水道局職員の管理職手当の支給に関

する規程に基づいて支給された給与は、改正後の規程の規定に

よる給与の内払とみなす。

４　前項に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項

は、管理者が定める。

広島市監査公表第１号

令和６年１月２５日

広島市監査委員　　古　川　智　之�

同　　　　　　　　井　戸　陽　子�

同　　　　　　　　山　本　昌　宏�

同　　　　　　　　平　野　太　祐

包括外部監査の結果（指摘事項）に対する措置事項及

　別表第２中「３７６，０００」を「３８０，０００」に、「４

２２，０００」を「４２７，０００」に、「４７２，０００」を

「４７７，０００」に、「５３３，０００」を「５３９，００

０」に、「６０８，０００」を「６１５，０００」に、「７１

０，０００」を「７１８，０００」に、「８３０，０００」を

「８３９，０００」に、「９５０，０００」を「９６０，００

０」に改める。

（広島市水道局職員の管理職手当の支給に関する規程の一部改

正）

第２条　広島市水道局職員の管理職手当の支給に関する規程（昭

和４２年広島市水道局規程第２号）の一部を次のように改正す

る。

　別表中「９３，４００円」を「９３，５００円」に、「６９，

５００円」を「６９，６００円」に改める。

附　則

１　この規程は、公布の日から施行する。

２　第１条の規定による改正後の広島市水道局職員の給与に関す

る規程及び第２条の規定による改正後の広島市水道局職員の管

理職手当の支給に関する規程（以下これらを「改正後の規程」

107 311,800 374,800 406,800
108 312,400 375,300 407,300

109 312,900 375,700 407,800
110 313,400 376,200 408,300
111 313,900 376,700 408,800
112 314,400 377,200 409,300

113 314,700 377,600 409,800
114 315,200 378,100 410,300
115 315,700 378,600 410,800
116 316,200 379,100 411,300

117 316,700 379,400 411,900
118 317,200 379,900 412,400
119 317,700 380,400 412,900
120 318,200 380,900 413,400

121 318,600 381,500 414,000
122 414,600
123 415,200
124 415,800

125 416,300
126 416,900
127 417,500
128 418,100

129 418,500
定年前再
任用短時
間勤務職
員

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

基準給料
月額

円 円 円 円 円 円 円 円
217,200 233,500 249,800 273,300 290,000 329,800 375,500 423,200

備考

１　この表は、別表第２の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。

２　保健師は、一般職の職員の給与に関する条例（昭和２６年３月３０日広島市条例第６２号）別表第４の医療職給料表のウ医療

職給料表⑶を準用する。

監査公表
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　なお、併せて、広島市長及び広島市水道事業管理者から通知の

あった監査の意見に対する対応結果についても、当該通知に係る

事項を公表する。

び監査の意見に対する対応結果の公表について

　地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により、広島市水道

事業管理者から監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があっ

たので、当該通知に係る事項を別紙のとおり公表する。

（別　紙）

平成３０年度包括外部監査の意見に対する対応結果の公表

（こども未来局）

１　監査意見公表年月日

平成３１年２月５日（広島市監査公表第１号）

２　包括外部監査人

大濱　香織

３　監査意見に対する対応結果通知年月日

令和６年１月１２日（広こ指第１５６４号）

４　監査のテーマ

子ども・子育て支援事業の事務の執行について

５　監査の意見及び対応の内容

　⑴　「広島市子ども・子育て支援事業計画」に掲げる確保方策の未達成について
　　　（所管課：こども未来局保育指導課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容
　平成２７年３月に策定し、平成３０年３月に改訂した「広島市子ども・子育て支援事業計
画」において、病児・病後児保育事業を実施する施設について、平成２７年度１３か所に対
して、平成２８年度に１か所増設し１４か所とし、さらに平成３１年度にはもう１か所増設
して１５か所とする確保方策を掲げ、「確保の考え方」として「医療機関に付設される保育
施設を増やして対応する。」としている。
　しかし、病児・病後児保育事業を実施する医療機関付設施設は平成２８年度以降増設され
ておらず、「広島市子ども・子育て支援事業計画」に掲げる確保方策は実現できていない。
　看護師等の人材確保、病児・病後児保育の施設基準、収支に対する懸念等、どのような理
由で病児・病後児保育に新規参入する医療機関が不足しているのか、要因の分析を行い、可
能な限りの対策を取ることが必要である。

　監査の意見を受けて、病児・病後児
保育事業（以下「事業」という。）を
実施する医療機関付設施設が増設され
ていないことについて、既存の事業者
から聞き取りを行った結果、事業の実
施希望者が少ないのは、収入不足によ
り安定的な経営が難しいとの認識が定
着していることが大きな要因であるこ
とが判明した。
　全国的にも同様の状況であることか
ら、国は、市町村に交付する交付金に
ついて、延べ利用児童数に応じた加算
額を、従来は２，０００人以上は一律
としていたところ、平成３０年度以降
は２，２００人以上の場合に２００人
刻みで加算額を設定したほか、基本分
の単価も順次大幅に増額し、より安定
的な経営ができるよう改善を図った。
これを受けて、本市においても拡充さ
れた国の交付金を活用し、事業者に支
払う委託料を増額した。
　一方で、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大により、事業の利用者数が
大幅に減少したため、この減少が一過
性のものであるかも含め、今後の利用
者数の見込みについて慎重に判断する
必要が生じている。
　こうした中、新たに開設を検討して
いる事業者からの相談に応じるととも
に、状況の把握に努めるために既存の
事業者からの情報収集を継続してい
る。
　これらを踏まえ、増設の必要性につ
いては、今後の事業の利用者数の見込
み等を精査した上で、慎重に検討する
こととする。

　⑵　利用料の減免を受けるために必要な証明書類についての説明の未実施について
　　　（所管課：こども未来局保育指導課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容
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　病児・病後児保育を利用した児童の保護者は、施設に対して、施設が定めた利用料を支払
う必要があるが、生活保護世帯、市町村民税非課税世帯、保護者が里親である世帯、所得税
非課税世帯は、証明書類を提出することにより、利用料の減免を受けることができる。
　ところが、利用料の減免を受けるために必要な証明書類について、広島市の病児・病後児
保育に関するホームページやチラシには「証明書類が必要ですので、詳しくは、各施設にお
問い合わせください」と記載しているのみで、具体的な記載がない。
　一方、広島市の１４の病児・病後児保育実施施設のうちホームページを有している１３の
実施施設全てのホームページにおいて、利用料の減免を受けるために必要な証明書類につい
ての具体的な説明はない。多くが「具体的にはスタッフにご相談ください」と記載するのみ
である。
　減免に必要となる具体的な書類を広く公表せず、曖昧にすることは、書類を入手し利用料
を減免するかどうかの判断を行っている実施施設及び広島市に、仮に保護者から提出された
証明書類に不足があっても減免を認める、という裁量の余地を与えることにつながるおそれ
がある。
　全２０政令指定都市の病児・病後児保育事業を紹介しているホームページを閲覧し、減免
を受けるために利用児童の保護者が提出するべき書類について、各政令指定都市がどのよう
な記載をしているのか調査した結果、全２０政令指定都市のうち市のホームページ上で書類
の名称等を明らかにしていない市は、広島市を含めて５市のみであり、他の１５市は、市の
ホームページで証明書類の名称等について明示していた。
　減免要件を判定するために必要となる書類は一律であり、施設ごとに減免要件を判定する
ために必要な書類が異なるわけではない。広島市が主体となり、減免に必要な書類を明示す
ることが望ましい。

　監査の意見を受けて、本市のホーム
ページに病児・病後児保育の利用料の
減免に必要な書類を種別（生活保護世
帯・市民税非課税世帯・保護者が里親
である世帯・所得税非課税世帯）ごと
に明示した。

　⑶　前払土地賃借料の取扱いについて
　　　（所管課：こども未来局保育指導課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容
　補助金の交付を受ける事業者が「前払土地賃借料」を貸主に支払えば、補助金の限度額の
範囲内で将来の土地賃借料を制限なく補助金の対象にできるというのが現在の補助金の交付
額算定の仕組みである。
　前払する期間は補助金の交付を受ける事業者と土地の貸主が合意さえすれば任意に設定で
きるため、「前払土地賃借料」の額は、より多くの補助金の交付を受けるために、事業者自
らが、事後的に本来は必要のない計画変更を行うことが可能な項目である。
　実際に、入札の結果、本体工事費等が補助金交付決定時よりも低い金額で収まり、補助金
交付額が減額されることが明らかになったタイミングで、当初の事業計画書では想定してい
なかった前払土地賃借料を４年分支払うという事業計画の変更を行い、結果として補助金額
は交付決定額と同額となった、という必要性に疑義がある事例が見受けられた。
　補助金の交付額の決定に当たり明瞭性を確保するために、前払土地賃借料については、計
画変更の申請があった段階で、理由や経緯を含め必要性を精査するとともに、それが通常の
商慣行や前例に照らして疑義のないものであることを確認した上で、変更を承認する必要が
ある。

　施設整備に係る事業者負担の軽減の
観点から、補助上限額の範囲内で事業
者が事業計画の内容を変更すること自
体は、必ずしも不適切とは考えていな
いが、監査の意見を受けて、前払土地
賃借料の変更を含む事業計画変更の承
認に当たり、申請前に事業者と事前協
議を行い、計画変更の内容についてよ
り慎重に確認を行うこととした。

　⑷　転貸借契約に係る確認手続について
　　　（所管課：こども未来局保育指導課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容
　事業者Ａが使用する借地については、保育園の園舎建物敷地部分につき「事業用定期借地
権設定契約」が締結され、園庭及び駐車場部分につき「普通借地権設定契約」が締結されて
いるが、これらの契約における貸主は、本来の土地所有者ではなく、いわゆる転貸借による
借地権設定契約となっている事例があった。しかし、担当課はこの件について、当該土地所
有者と上記各契約における貸主との「転貸借契約書」の確認を行っていなかった。
　一般に土地転貸借契約は、土地所有者の承諾を得なければ、土地所有者との賃貸借契約に
おける解除原因となることがある。
　借地に係る予測不能の事態により、将来の事業継続に影響がないよう、担当課は借地に係
る契約関係を慎重に確認した上で、補助金の交付決定を行う必要がある。

　監査の意見を受けて、当該事業者が
使用する借地に関する転貸借契約書が
取り交わされていることを確認した。
　また、今後は補助金の交付決定に当
たり、申請前に事業者と事前協議を行
い、将来の事業継続に影響がないよう
借地に係る契約状況等について慎重に
確認を行うこととした。

令和３年度包括外部監査の結果に基づいて講じた措置等の公表

（水道局）

１　監査結果及び監査意見公表年月日

令和４年１月２７日（広島市監査公表第２号）

２　包括外部監査人

中川　和之

３　監査結果に基づいて講じた措置及び監査意見に対する対応結果通知年月日

令和６年１月１２日（広水財第９６号）
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４　監査のテーマ

水道事業に関する経営管理について

５　監査の結果（指摘事項）及び措置の内容

　⑴　検針員の奨励金について
　　　（所管課：水道局営業部営業課）

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容
現状（会計処理、問題点）
　計量事務委託契約書で取り決められている検針員の奨励金について、引当計上されていな
い。

監査人の指摘
　地方公営企業法施行規則において、引当金の取り扱いに関して以下のとおり規定されてい
る。
第二十二条　将来の特定の費用又は損失（収益の控除を含む。）であつて、その発生が当該
事業年度以前の事象に起因し、発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もるこ
とができると認められるものは、当該金額を引当金として予定貸借対照表等（令第十七条の
二第一項第六号に掲げる予定貸借対照表及び法第三十条第九項に規定する貸借対照表をい
う。以下同じ。）に計上し、当該事業年度の負担に帰すべき引当額を費用に計上しなければ
ならない。
　つまり、以下４要件に当てはまる場合は、引当金として負債計上及び引当額を費用計上し
なければならない。
１．将来の特定の費用又は損失であること
２．その発生が当該事業年度以前の事象に起因すること
３．発生の可能性が高いこと
４．その金額を合理的に見積もることができること
　当該規定に照らし、令和２年度末時点で検針員の奨励金については以下のとおり引当金を
計上する要件を満たしているため、負債として認識する必要がある。
①検針員に将来支払う特定の費用であること
②発生原因が、計量事務の役務提供という当事業年度以前の事象に起因していること
③計量事務委託契約書で取り決められていることから、発生の可能性は高いこと
④計量事務委託契約書に奨励金の算出方法について取り決められていることから、合理的に
奨励金を見積もることができること

　経営の効率化を図るため、水道使用
量の計量事務については、令和５年度
から実施の水道料金等徴収業務委託契
約に含めることとし、私人検針員と
の計量事務委託契約は令和４年度末を
もって廃止した。
　これに伴い、検針員の奨励金に係る
引当金計上は不要となった。

　⑵　検針員の慰労金について
　　　（所管課：水道局営業部営業課）

監　査　の　結　果 措　置　の　内　容
現状（会計処理、問題点）
　計量事務委託契約書で取り決められている検針員の慰労金について、引当計上されていな
い。

監査人の指摘
　結果１１と同様に、地方公営企業法施行規則において、引当金の取り扱いに関して以下の
とおり規定されている。
　第二十二条　将来の特定の費用又は損失（収益の控除を含む。）であつて、その発生が当
該事業年度以前の事象に起因し、発生の可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積もる
ことができると認められるものは、当該金額を引当金として予定貸借対照表等（令第十七条
の二第一項第六号に掲げる予定貸借対照表及び法第三十条第九項に規定する貸借対照表をい
う。以下同じ。）に計上し、当該事業年度の負担に帰すべき引当額を費用に計上しなければ
ならない。
　つまり、以下４要件に当てはまる場合は、引当金として負債計上及び引当額を費用計上し
なければならない。
１．将来の特定の費用又は損失であること
２．その発生が当該事業年度以前の事象に起因すること
３．発生の可能性が高いこと
４．その金額を合理的に見積もることができること
　当該規定に照らし、令和２年度末時点で検針員の慰労金については以下のとおり引当金を
計上する要件を満たしているため、負債として認識する必要がある。
①検針員に将来支払う特定の費用であること
②発生原因が、計量事務の役務提供という当事業年度以前の事象に起因していること
③計量事務委託契約書で取り決められていることから、発生の可能性は高いこと
④計量事務委託契約書に慰労金の算出方法について取り決められていることから、合理的に
慰労金を見積もることができること

　経営の効率化を図るため、水道使用
量の計量事務については、令和５年度
から実施の水道料金等徴収業務委託契
約に含めることとし、私人検針員と
の計量事務委託契約は令和４年度末を
もって廃止した。
　これに伴い、検針員の慰労金に係る
引当金計上は不要となった。

６　監査の意見及び対応の内容

　計量事務委託契約について
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　（所管課：水道局営業部営業課）
監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　現在、広島市水道局は、水道使用量の計量事務については、一般私人との間で計量事務委
託契約書を締結し、業務を委託している。委託期間は１年間で、更新が可能である。
　委託手数料は計量したメーターの件数に応じて検針実績手数料が支払われることとなって
いる。それ以外に、検針実績手数料と契約年数に応じて求められる奨励金が年に２度支給さ
れ、委託契約終了時には、検針実績手数料と契約年数に応じて求められる慰労金が支給され
る。

詳細情報
【現在の契約内容】
計量事務委託契約書
第３条（委託期間）
　委託期間は令和Ｎ年４月１日から令和Ｎ＋１年３月３１日までとする。ただし、委託期間
満了の日の１か月前までに委託者から何らの意思表示がないときは、引き続き１年間更新す
る。
第８条（奨励金）
　委託者は、６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）に計量事務を受託してい
る受託者に対して、奨励金を支払うものとする。
２　奨励金は、基準日以前６か月の検針実績手数料の総額を実際に従事した月数で除した額
に、別表第４に定める契約年数による割合を乗じて得た額とする。ただし、前基準日から当
該基準日までの従事月数が５か月以下の場合は、当該乗じて得た額に別表第５に定める割合
を乗じて得た額とする。
第９条（慰労金）
　委託者は、委託期間満了後引き続き契約を締結しないとき、又は契約の解除があったとき
は、受託者に慰労金を支払うものとする。ただし、第１７条第２項第１号から第３号までの
規定により契約を解除したときは、この限りではない。
２　慰労金は、委託期間満了後引き続き契約を締結しないとき、又は契約の解除があったと
きは、満了日又は解除日以前実際に従事した６か月の検針実績手数料の総額を６で除した額
（以下「基本月額」という。）に受託者の契約期間１年につき１００分の２０を乗じて得た
額とする。ただし、財団法人広島市水道サービス公社と計量事務委託契約を締結していた場
合及び督促集金事務委託契約を締結していた場合の受託者の契約期間は、これを通算する。
【検診員の現状】

所管課 件名 業務内容 契約額（総額） 委託先

営業部（営業課） 計量事務 水道メーター
の検針

単価契約
309,012,664円 私人86名

監査人の意見
　契約内容を見ると、委託期間は１年間となっており契約更新をしないことも委託者である
広島市水道局で判断可能であり、更新せずに新たな契約をする検針員については、従前の契
約に含まれる委託手数料の内容を変更した上で新たな委託契約書を取り交わすことも検討す
る余地がある。
　検針員の安定的な確保による業務の継続、新旧の検針員の公平性の問題など、様々な視点
からも検討が必要な点ではあるが、経済的合理性の検討も必要であるため、経済的合理性の
視点も持ちつつ、将来的には他自治体と同様に一括での外部委託契約も選択肢に入れて、内
容の修正、変更の可否について検討してはどうか。

　経営の効率化を図るため、水道使用
量の計量事務については、令和５年度
から実施の水道料金等徴収業務委託契
約に含めることとし、私人検針員と
の計量事務委託契約は令和４年度末を
もって廃止した。


